
令和５年１月１日 

現場代理人の常駐義務緩和と兼任について 

 

現場代理人は工事現場に常駐し，その運営及び取締りを行うことを原則としていますが，国

分寺市では，建設事業者の受注機会の拡大を図るため，国分寺市工事請負契約約款（以下「工

事約款」という。）で規定する現場代理人の常駐義務の一部の緩和及び兼任を認める措置を次の

とおり講じます。 

なお，詳細については，国分寺市工事請負契約における現場代理人の常駐及び兼任に関する

取扱基準をご覧ください。 

 

現場代理人の常駐義務緩和 

通信手段が発達した現在において，現場代理人の工事現場における運営，取締り及び権限の

行使に支障がなく，かつ，発注者との連絡体制が確保されると認められた場合，次の期間につ

いて，常駐を要しないことができます。 

(1)契約締結後，現場事務所の設置，資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの期間 

(2)工事約款第 19条第１項又は第２項の規定により，工事の全部の施工を一時中止している

期間 

(3)橋梁，ポンプ，ゲート，エレベーター等の工場製作を含む工事であって，工場製作のみが

行われている期間 

(4)その他，工事現場において作業等が行われていない期間 

 

 なお，現場代理人の常駐を要しない期間については，監督員等との工事打合せ等で書面によ

り明確にする必要があります。必ず，工事担当課と協議や調整を行ってください。 

 

現場代理人の兼任 

 次のいずれかに該当する場合，２件の工事の現場代理人を兼任することができます。 

(1)建設業法施行令の規定により，同一の専任の主任技術者が２以上の工事を管理する場合 

(2)国分寺市又は国，地方公共団体等の発注済みの公共工事に続き，随意契約により契約する 

工事で，工作物等に一体性が認められる場合 

(3)次のアからウまでの全ての条件を満たす場合 

 ア 当該２件の工事が国分寺市又は国，地方公共団体等の発注の公共工事であること。 

 イ 契約金額が各々4,000万円（建築一式工事の場合は，8,000万円）未満の工事であるこ

と。 

 ウ 当該２件の工事現場が国分寺市内であること。（市長が特に認める場合を除く。） 

 

現場代理人の兼任を希望される場合，現場代理人の兼任届の提出が必要です。指定様式に２

件の工事の工程表及び緊急時連絡体制表を添付し，工事担当課へ提出してください。なお，兼

任する工事等の工事担当課が異なる場合は，それぞれの工事担当課に提出してください。 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 
 

※契約工期（契約時における現場代理人の常駐期間） 
 

     

着手準備期間 

（常駐緩和可能期間） 

工事施工期間 

（常駐期間） 

工事一時中止期間

（常駐緩和可能期間） 

工事施工期間 

（常駐期間） 

工事竣工検査待ち期間 

（常駐緩和可能期間） 

 

 

※基本的な現場代理人の常駐期間であり，コリンズ登録もこの期間となる。 

 

現場代理人の常駐緩和期間の考え方 

契約上の着手日 契約上の完了日 

現場着手日 工事完了日 


